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第二部　労働運動

IV　賃金闘争

概要

　一、八四年秋季闘争は、中曽根首相再選の過程で二階堂擁立劇が起こるなど、波乱に満ちた政治情
勢を背景に闘われ、前年同様、人勧問題が焦点となった。
　一、八四年年末一時金妥結額は、労働省調べで五七万五五七七円で、伸び率は五・二％となり、四年
連続して減少していた伸び率が低下傾向を脱して増加に転じた。

　一、八五年春闘は、日本経済が石油ショック以降ひさびさの景気の拡大傾向を示すなかで進めら

れたが、「生産性基準原理」を強く押し出す経営側の姿勢にはきわめて強硬なものがあった。

　一、八五春闘では、労働四団体と全民労協による賃金闘争連絡会が前年にひきつづき組織され

七％以上という統一要求を作成し、運動面でも連携の要としての役割を目指した努力がなされた。

　一、全民労協の連合体移行問題は春闘と並行して具体化されようとしている。ＮＴＴや日本たばこ

産業株式会社などの発足による民間企業の比重の増大という状況のなかで、労戦統一問題ともか

らみ、春闘にも微妙な影響をあたえた。

　一、統一労組懇は右翼的再編反対の立場に立つ他組合と共同で、三月三一日に今春闘最大規模の
八万人の春闘決起集会を開催した。

　一、金属労協を中心とする民間大手にたいし、四月一〇日、集中的に回答がなされた。鉄鋼が九

〇〇〇円、三・八七％、電機大手が五・五％。全体的には前年実績にある程度上積みしたものとな

っている。ＪＣ間の格差は前年とくらべると縮小したことが特徴であった。

　一、私鉄大手は四年連続のストなし解決となった。大手一三組合平均一万二五〇〇円、五・七一％で
妥結した。
　一、四・一七統一ストは、公労協は中止、公務員共闘は実施した。公務員共闘は政労交渉が初めて実
現できないという局面をむかえ、闘い方について問題を残した。
　一、八五年春闘の賃上げ妥結結果は、労働省調べで、妥結額一万八七一円、賃上げ率五・〇三％（前
年九三五四円、四・四六％）で前年を若干上回った。

　一、労働側の春闘総括は、いちように「不満足なもの」との評価を下した。しかし、全民労協の内部

では「まあまあの結果」とする意見もみられた。運動については、総評、同盟とも賃金闘争連絡会の

役割を高く評価した。また、統一労組懇はその賃闘への独自のとりくみを「善戦健闘」と評した。
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